
1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

ひら

種

つか市民活動ファンド

類

事業

市民部　協働推進

ハ

課

00－xxxxxx ー－xx0000 ○ ●

1

ド

2 協働のまちづくりと

ソ

市民主体の新たな自治

フ

のしくみをはぐくむた

ト

めに
行政改革の

01 協

根

働のまちづくりと市民

拠

主体の新たな自治のし

法

くみをはぐくむために

令

位置付け
03 市民活動

等

を支えるしくみづくり

対

□ □ □ □

市民活動を財

象

政的に支援することに

・

より、市民活動の活性

受

化が 市民活動の活性化

益

を図るため、市は公益

者

信託の委託者として受

事

図られています。 託者

業

と共に、助成を希望す

期

る団体の公募や運営委

間

員会による公
開審査会

委

及び報告会を開催しま

託

す。

市民活動ファンド

、

応募団体数 団体

-

14

協

15 16 18 18 18

働

15 20

- -

- - - -

【

市民活動ファンド助成

委

団体数 団体

-

9 10 1

託

1 12 12 12

11 1

：

5

- -

- - - -

①：予

3

定どおり

ファンドの申

セ

請に合わせた説明会や

ク

助成金対策講座を行う

・

とともに、広報紙やホ

財

ームページでの周知を

団

図り、平成21年度は

企

20件
の申請があり、

業

そのうち15件に対し

Ｎ

て助成しました。

Ａ：

Ｐ

成果があがった

Ｏ



2 頁

位

ァンド市民活動ファン

施

ド市民活動ファンド市

策

民活動ファンド

の募集

へ

、公開審査の募集、公

の

開審査の募集、公開審

貢

査の募集、公開審査の

献

募集、公開審査の募集

高

、公開審査

会、報告会

市

の開催会、報告会の開

民

催会、報告会の開催会

満

、報告会の開催会、報

足

告会の開催会、報告会

度

の開催

0 0 0 0 0 0 0

を

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

め

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

る

0 0 0 0 0

0.00 0

方

.00 0.00

0.0

策

0 0.40 0.40 0

業

.60 0.60 0.6

有

0 0.60

0.00 0

効

.00 0.00 0.0

性

0 0.00 0.00 0

継

.00

0 3,357 3

続

,343 4,956 4

に

,956 4,956 4

よ

,956

0 3,357

る

3,343 4,956

成

4,956 4,956

果

4,956

● ○ ○ ○ ○

向

○ ○

公益信託ひらつか

上

市民活動ファンド助成

の

規程により、助成総額

可

は年度300万円と決

能

められており、この規

性

模で毎年実施します。

低

申請団体を増やすため

そ

、申請時期に合わせた

の

説明会やプレゼン力ア

他

ップ講座は、市民活動

事

団体から評価も高く、

業

今後も続けてい
きます

の

。

今後もより多くの市

目

民活動団体が制度を活

的

用し、市民活
動団体の

､

自立を含めた市民活動

対

の活性化に努めたいと

象

考
えています。

､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

新たな事業に取り組も

出

うとする団体や活動を

総

軌道に乗せ
●□ ようと

合

努力している団体を財

評

政面で支援することは

価

、市

□ 民活動の発展の

市

ために必要です。 ○
□

民

□ 助成を受けて、新た

ニ

な事業に取り組んだり

ー

、事業を発展
●■ させ

ズ

ることができました。

高

また、公開審査会での

事

運営委

■ 員からの助言

業

は、団体活動をさらに

目

発展させるための足 ○

的

□ がかりになっていま

の

す。

■ 市民活動の財政

達

的支援をしていくこと

成

は、地域の課題を
●

□

状

自分たちで解決してい

況

こうとする市民への支

必

援であり、
○

□ こうし

要

た市民を増やしていく

性

ことは、市民力・地域

市

力を
○

□ つけることに

の

もつながります。

□ 年

関

間の助成総額の上限が

与

決められており、削減

の

や改善に
●

□ はあたら

必

ないと考えます。
○

□

要

○
■

21年度末の残高

性

が約1,000万円で

低

、今後3年分程度の助

事

成を残すのみとなった

そ

ので、今後の方向性を

の

検討していきます。

市

他

民活動ファンド市民活

上

動ファンド市民活動フ
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そ

数 団体

ネットワーク構

の

築済団体数

- -

-

- -

他

- -

③：遅れている

道

　

路と公園の団体では活

】

動形態や市からの助成

【

等が異なるため

土木補

協

修課との協議の中で、

働

道路と公園の団体では

：

活動形態や市からの助

】

成等が異なる状況であ

目

り、ネットワークを構

的

築すべき
方向性、必要

・

性を見出すことができ

目

ませんでした。

Ｃ：十

標

分に成果をあげること

事

ができなかった

業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

協働

種

のまちづくりへのネッ

類

トワーク構築事業

まち

ハ

づくり事業部　みどり

ー

公園・水辺課

00－x ドxxxxx－xx00 ソ00 ○ ●

12 協働のま

フ

ちづくりと市民主体の

ト

新たな自治のしくみを

根

はぐくむために
行政改

拠

革の
01 協働のまちづ

法

くりと市民主体の新た

令

な自治のしくみをはぐ

等

くむために
位置付け

0

対

3 市民活動を支えるし

象

くみづくり

     ・         ～ 受 平成２１年度

□ □ □ □

益

緑化空間、道路空間及

者

び水辺空間において、

事

管理者（国、県、 市民

業

と市の協働のまちづく

期

りを推進するため、緑

間

化空間、道路
市）、市

委

民及び関係団体相互の

託

ネットワークを構築す

、

ることに 空間及び水辺

協

空間の管理者（国、県

働

、市）、市民及び関係

【

団体
より、市民と市の

委

協働のまちづくりが展

託

開されています。 相互

：

のネットワークを構築

3

します。

ネットワーク

セ

構築のための検討会議

ク

の開催数 回

庁内会議や

・

施設管理者、市民関係

財

団体を交えた検討会議

団

において、緑化空間な

企

どの管理を市民との協

業

働
により進めるための

Ｎ

ネットワークづくりを

Ｐ

行う。

2 2

0 0

- -

-

Ｏ

ネットワーク構築団体
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位

ットワークづく

りへの

施

課題整理 りへの課題整

策

理

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

貢

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

献

0 0 0

0.00 0.0

高

0 0.00

0.00 0

市

.00 0.05 0.0

民

0 0.00 0.00 0

満

.00

0.00 0.0

足

0 0.00 0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0

0 0 418 0 0 0 0

高

0 0 418 0 0 0 0

○

め

○ ○ ● ○ ○ ○

公園と道

る

路で緑という観点から

方

は共通部分はあります

策

が、都市施設としての

業

管理形態の違いから各

有

団体の取組みも異なる

効

ため、
敢えてネットワ

性

ークをその領域を超え

継

てまで、構築する必要

続

はないと判断します。

に

公園、道路と各々の管

よ

理において、協力団体

る

相互の連携
を深めるも

成

のであり、その管理範

果

囲を超えてのネットワ

向

ーク構築の必要性はな

上

いと考えます。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

身近な公園、道路が何

出

時でもきれいであって

総

ほしいと誰
○□ でも思

合

いますが、各々の管理

評

の充実が求められてお

価

り、

□ ネットワークを

市

構築しての対応を望む

民

ものとは考え難い ●
□

ニ

です。

□ 公園は安全で

ー

、憩える場であること

ズ

、道路は安全に通行
○

高

■ できることが必要で

事

あることとなどの都市

業

施設としての

□ 管理の

目

あり方の違いから、同

的

一の市民満足度を高め

の

ると ●
□ は言い難いで

達

す。

■ 環境美化の観点

成

からは全ての公共空間

状

に必要なものです
○

□

況

が、公園、道路に求め

必

られるものには違いが

要

あり、公園
○

□ と道路

性

の管理等の団体をつく

市

ることの妥当性は低い

の

と考
●

□ えます。

□ 公

関

園と道路においては、

与

市民からの要望も多く

の

、ネット
○

□ ワーク構

必

築により業務改善が複

要

雑になるものと考えら

性

れ
○

□ ます。
○

■

公園

低

における活動団体の更

事

なる発展は目指すが、

そ

敢て道路関係団体との

の

ネットワークづくりは

他

行わない方向とします

上

。

ネットワークづくネ
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